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【資料 1】 

脚 注 用 語 解 説 

脚注 頁 用語項目 解説 

1 1 世界人権宣言 国連は、昭和 23年 12 月 10日、第 3 回総会で、「世

界人権宣言」を採択し、人権の国際的基準を示した。

世界人権宣言は、第 1 条で、「すべての人間は、生

まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利に

ついて平等である」と規定し、第 2 条では、「人種、

皮膚の色、性、言語、宗教、政治上の意見、国民的

もしくは社会的出身、財産、門地その他の地位」な

どによる差別の禁止を規定し、全ての人間の自由・

平等・無差別の原則を定めている。 

2 1 国際人権規約 昭和 41 年に国連が採択した規約で、①「経済的、社

会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約

又は A 規約）」、②「市民的及び、政治的権利に関

する国際規約（自由権規約又は B 規約）」、③自由

権規約の議定書から成り立つ。わが国は、①及び②

の 2 つの規約について、昭和 54 年 6 月に締結して

いる。 

3 1 国際婦人年 国際年の 1つ。昭和 50年を国際婦人年とし、婦人の

地位を高め、男女差別撤廃を目指す運動が行われた。 

4 1 国際児童年 国際年の１つ。昭和 54年を国際児童年とし、全地球

的規模で子供の権利の見直しを行った。その後 10年

の月日をかけて子供の権利の内容とその保障に向け

ての手立てが煮詰められ、平成元年に歴史上画期的

な子どもの権利条約が国連で採択された。 

5 1 国際障害者年 国際年の 1つ。昭和 56年を国際障害者年とし、障害

者の尊厳や権利、社会参加の確保などを目的にした

運動が各国で行われた。 

6 1 国際先住民年 国際年の１つ。平成 5 年を国際先住民年とし、先住

民族の権利や要求を世界に知らせる大きなきっかけ

になった。 

7 1 国際高齢者年 国際年の 1つ。平成 11年を国際高齢者年とし、高齢

者の尊厳や権利、社会参加の確保などを目的にした

運動が各国で行われた。 
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脚注 頁 用語項目 解説 

8 1 人権教育のた

めの国連 10年 

平成 6 年の国連総会で、人権教育を「あらゆる人々

が、他の人々の尊厳を学ぶための総合的プロセス」

とし、「差別や人権侵害を撤廃していく能力を身に

つけるもの」と位置付け、平成 7年から平成 16年ま

での 10 年間を「人権教育のための国連 10年」と決

議した。 

9 1 人権教育のた

めの世界プロ

グラム 

平成 17年 1月 1日から 10 年間、それに先立った「人

権教育のための国連 10年」のフォローアップを目的

として国連総会によって決められた計画。 

10 1 人権教育のた

めの国連 10年・

国内行動計画 

政府は「人権教育のための国連 10年」の採択を受け

て、平成 9 年に「国内行動計画」を発表し、学校教

育、社会教育などの生涯学習において、女性、子供、

高齢者、同和問題、アイヌの人々、外国人、HIV感染

者、刑を終えて出所した人々などの重要課題に積極

的に取り組むことを提唱している。 

11 2 人権教育・啓発

に関する基本

計画 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基

づき、人権教育・啓発を総合的かつ計画的に推進す

るため、平成 14年 3月に策定された計画で、策定方

針や構成を明らかにするともに、わが国の人権教育・

啓発の原状、基本的な在り方や推進の方策について

述べている。 

12 2，

24 

部落差別の解

消の推進に関

する法律（部落

差別解消推進

法） 

平成 28年に施行された法律。部落差別は許されないも

のであるとし、その解消に向けた国や地方公共団体の

責務として、相談体制の充実や教育啓発の推進等に努

めることを定めた法律。 

13 2 障害を理由と

する差別の解

消の推進に関

する法律（障害

者差別解消法） 

全ての人が障害の有無によって分け隔てられること

なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会の実現につなげることを目的とし、平成 28年

に施行。 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的

事項などについて定められている。令和 3年 5 月に

民間事業者にも合理的配慮を義務付ける主旨の改正

法が成立した。公布日から起算して 3 年を超えない

範囲内で施行される。 

 

 

 

 

   

https://kotobank.jp/word/%E4%BA%BA%E6%A8%A9%E6%95%99%E8%82%B2-182788
https://kotobank.jp/word/%E4%BA%BA%E6%A8%A9%E6%95%99%E8%82%B2-182788
https://kotobank.jp/word/%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%82%A2%E3%83%83%E3%83%97-616598
https://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%80%A3%E7%B7%8F%E4%BC%9A-64428
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脚注 頁 用語項目 解説 

14 2, 

25 

本邦外出身者に

対する不当な差

別的言動の解消

に向けた取組の

推進に関する法

律（ヘイトスピー

チ解消法） 

平成 28 年 6 月に施行された法律で、本邦外出身者

に対する不当な差別的言動は許されないことを宣言

している。また、その解消にむけた取組について、

国及び地方公共団体の責務を明らかにするととも

に、相談体制の整備、教育の充実、啓発活動などを

実施することが定められている。 

15 2 上尾市人権教

育・啓発推進計

画 

人権教育のための国連 10 年（平成 7～平成 16 年）

に対応し、同和問題をはじめとしたさまざまな人権

問題に関する教育・啓発活動を総合的かつ効果的に

推進するための行動計画及び実施計画書として、平

成 12年３月に上尾市人権教育・啓発推進本部が取り

まとめた計画。 

16 2 上尾市人権施

策推進懇話会 

上尾市が取り組むべき人権問題の課題や人権施策の

方向について、広く有識者の意見を求めるため、平

成 14年 4 月に設置した懇話会で、同年 10月に人権

施策の推進体制や人権教育・啓発推進のあり方など

を骨子とする「上尾市の人権施策推進のあり方」を

提言した。 

 

17 2 上尾市人権施

策推進指針 

平成 16 年 3 月に上尾市が策定した指針で、市とし

て人権施策を総合的かつ効果的に推進するため、人

権課題や施策展開の方向などの基本的な考え方を示

した指針。 

18 2 上尾市人権教

育推進協議会 

平成 15 年 11月に設置された。今後の人権施策の中

で枢要な部分である人権教育の推進を担う協議会。 

19 6,9 人権感覚育成

プログラム 

埼玉県教育委員会が作成した、豊かな人権感覚を育

成するための実践プログラム集。学校教育編と社会

教育編がある。 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎon Ｐrofit Ｏrganization の略で、民間非営利組

織の意味。営利を目的としない民間団体の総称とさ

れる。平成 10年には、任意団体に法人格を与え、NPO

の活動を側面から支援することを目的とした特定非

営利活動促進法（NPO法）が施行されている。 
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脚注 頁 用語項目 解説 

21 19 男女共同参画

社会基本法 

平成 11 年 6 月に施行された法律で、基本理念には

男女が性別により差別的取扱いを受けないこと、社

会の制度や慣行をできる限り中立なものとするこ

と、政策の立案や決定に男女が共同して参画するこ

となどがあげられており、国に対しては男女共同参

画基本計画を、都道府県には男女共同参画計画の策

定を義務付けている。 

22 19 デュエットプ

ラン 21 

上尾市男女共同参画計画の愛称。女性の人権が守ら

れる男女共同参画社会の実現を目指し総合的な施策

を推進するための、平成 13 年から平成 22年までの

10 年間の計画。平成 23年には、平成 23年から平成

32 年までを計画期間とする「第 2次デュエットプラ

ン」が策定されている。 

23 19 ジェンダー 社会的・文化的側面からみた性別、男女の性。 

24 19 ＤＶ（ドメステ

ィックバイオ

レンス） 

配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者か

ら振るわれる暴力。身体的暴力、精神的暴力、性的暴

力、経済的暴力がある。 

25 19 セクシュアル

ハラスメント 

相手の望まない性的な誘いや要求その他の性的な発

言や行動で、次のように大別されている。対価型は

人事権を持つ人が職場における上下関係を利用して

個人的関係を強要するなど雇用上の利益・不利益を

条件にした性的嫌がらせ。環境型は容姿・年齢に対

する嫌がらせなど、女性の人格をおとしめる発言や

行動を繰り返して、職場環境を不快にする行為。 

26 23 ノーマライゼ

ーション 

障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普

通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、

共に生きる社会こそノーマルであるという考え。 

27 

 

 

24 えせ同和行為 同和団体を名乗り、企業や官公署又は個人に対し、

同和問題への取組を口実として行われる不法、不当

な行為や要求。表向きは差別解消運動を装って行わ

れることが多い。 

28 25 多文化共生 国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違い

を認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域

社会の構成員として共に生きていくこと。 
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脚注 頁 用語項目 解説 

29 25 上尾市国際交

流協会（AGA） 

未来ある心豊かな国際社会を築くため、地域と地域、

個人と個人の交流を深めていく必要があるとの視点

から設立されている会員組織で、市民交流の母体と

なっている。この組織には、外国籍の方への日本語

教室を実施している「日本語委員会」や外国籍会員

向けの生活情報を提供している「生活情報委員会」

など、７つの委員会が設けられている。 

30 26 ＨＩＶ Ｈuman Ｉmmunodeficiency Ｖirus の略で、ヒト免

疫不全ウイルスの意味。 

31 26 エイズ（ＡＩＤ

Ｓ） 

後天性免疫不全症候群（Ａcquired Ｉmmuno Ｄ

efficiency Ｓyndrome）の頭文字をとった病名。 

32 27 北海道旧土人

保護法 

明治 32 年に貧困にあえぐ「北海道旧土人」（アイヌ民

族）を保護する目的で作られた。土地、医薬品、授業

料の供与、固有の習慣風俗の禁止などを定めたもの。

実際はアイヌ民族の共有の土地や権利を没収し、同化

政策を推進するための法的根拠として活用された。 

33 27 アイヌの人々の誇

りが尊重される社

会を実現するため

の施策の推進に関

する法律 

令和元年に施行。アイヌの人々が日本列島北部周

辺、とりわけ北海道の先住民族であるとの認識を示

すとともに、アイヌの人々が民族としての誇りを持

って生活することができ、及びその誇りが尊重され

る社会の実現を目的とする。 

34 28 ＳＮＳ Social Networking Service（ソーシャル・ネットワ

ーキング・サービス）の略。人と人とのつながりを

促進・支援する、コミュニティ型の Web サイト及び

ネットサービスのこと。 

35 

 

28，

31 

ＬＧＢＴ レズビアン（Ｌesbian:女性同性愛者）、ゲイ（Ｇay:

男性同性愛者）、バイセクシュアル（Bisexual:両性

愛者）、トランスジェンダー（Ｔransgender:出生時

に決められた性別と自認する性別が異なる人）の英

語の頭文字をまとめた言葉。性の多様性を総称する

言葉の一つ。他にも同様の意味の言葉で、複数形の

「s」をつけた「LGBTｓ」、「クエスチョニング（Ｑ

uestioning:自分の性のあり方を明確に決められな

い人）」をつけた「LGBTQ」等といった言葉もある。 

36 31 性同一性障害 生物学的な性と性別に関する自己意識（性自認）が

一致しないため、社会生活に支障がある状態。 

37 31 性的マイノリ

ティ 

同性愛者や性別違和、性同一性障害など、性自認や

性的指向に関して少数者とされている人の総称。 

http://e-words.jp/w/Web%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88.html
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【資料 2】 

 

上尾市人権尊重都市宣言 

                         

平成７年１０月３日宣言 

 

日本国憲法は、すべての国民に基本的人権を保障しています。 

  しかし、私たちを取り巻く現実の社会には、同和問題をはじめ障害のある人や女

性に対する差別など、基本的人権にかかわる問題が依然として存在しています。 

  私たち上尾市民は、あらゆる差別をなくし、一人ひとりが人権を尊重し合い自由

と平等にあふれた平和で明るい社会を築くため、ここに上尾市を「人権尊重都市」

として宣言します。 

 

１ お互いに相手の立場にたって考え、思いやりの心を育てましょう。 

１ 人種や民族、家柄、地位、学歴、職業などにこだわらない人間交流を深めましょ

う。 

１ 家庭や地域、学校、職場などあらゆる生活の場で、人権を尊重する豊かな心をも

った社会づくりに努めましょう。 
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【資料 3】 

日本国憲法（抜粋） 

昭和２１年１１月３日公布 

昭和２２年 ５月３日施行 

第１１条 

国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的

人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。 

 

第１２条 

この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持し

なければならない。（後略） 

 

第１３条 

すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利に

ついては、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とす

る。 

 

第１４条 

すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、

政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。（後略） 

 

第１９条 

思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

 

第２１条 

集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。（後略） 

 

第２２条 

何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。（後略） 

 

第２４条 

婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本とし

て、相互の協力により、維持されなければならない。 

 

 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の

事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければ

ならない。 
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第２５条 

すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。（後略） 

 

第２６条 

すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける

権利を有する。（後略） 

 

第２７条 

すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負う。（後略） 

 

第９７条 

この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成

果であって、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵す

ことのできない永久の権利として信託されたものである。 
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【資料 4】 

 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律  

平成１２年１２月６日 

法 律 第 １ ４ ７ 号 

(目的 ) 

第１条  この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身

分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現

状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓

発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明ら

かにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを

目的とする。  

 

(定義 ) 

第２条  この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的と

する教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及さ

せ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の

啓発活動 (人権教育を除く。 )をいう。  

 

(基本理念 ) 

第３条  国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、

家庭、職域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人

権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう、多

様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関

の中立性の確保を旨として行われなければならない。  

 

(国の責務 ) 

第４条  国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念 (以下「基本

理念」という。 )にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定

し、及び実施する責務を有する。  

 

(地方公共団体の責務 ) 

第５条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、そ

の地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及

び実施する責務を有する。  

 

(国民の責務 ) 

第６条  国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重され

る社会の実現に寄与するよう努めなければならない。  
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(基本計画の策定 ) 

第７条  国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなけ

ればならない。  

 

 (年次報告 ) 

第８条  政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関す

る施策についての報告を提出しなければならない。  

 

(財政上の措置 ) 

第９条  国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体

に対し、当該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を

講ずることができる。  

 

附  則  

(施行期日 ) 

第１条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、こ

の法律の施行の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓

発に関する施策について適用する。  

 

(見直し ) 

第２条  この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推

進法（平成８年法律第１２０号）第３条第２項に基づく人権が侵害された

場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する基本的事項につい

ての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うもの

とする。  
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【資料 5】 

上尾市人権教育推進協議会条例 

                           

 平成２８年３月２８日 

                                条例第７号 

（設置） 

第１条 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成１２年法律第１４７号）第５条の

規定に基づき、同法第２条に規定する人権教育（以下「人権教育」という。）に関する施策

の総合的かつ計画的な推進を図るため、上尾市人権教育推進協議会（以下「協議会」とい

う。）を設置する。 

  

（所掌事務） 

第２条 協議会は、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、人権教

育に関する市の基本的な計画（以下「人権教育推進基本計画」という。）の策定及びその変

更について協議する。 

２ 前項に規定するもののほか、協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 人権教育推進基本計画に基づく施策の推進その他人権教育推進基本計画に関するこ

と。 

(2) 人権にかかわる機関又は団体との連携及び協力に関すること。 

(3) その他人権教育の推進に関し教育委員会が必要と認める事項に関すること。 

  

（組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

 (1) 学校教育の関係者 

(2) 社会教育の関係者 

(3) 人権擁護委員その他人権にかかわる業務に従事している者 

(4) 人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

(5) 識見を有する者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、その職を失う。 

３ 委員は、再任されることができる。 

  

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
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 （会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

  

（関係者の会議への出席等） 

第７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係者に対し

て、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその意見若しくは説明を聴くことがで

きる。 

  

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、教育委員会事務局教育総務部において処理する。 

  

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

   

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年６月１日から施行する。 

 （上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年上尾

市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  〔次のよう〕略 
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【資料 6】 

上尾市人権教育推進協議会委員名簿  

                               

氏  名 区 分 等 備 考 

大澤 聡 学校教育の関係者（上尾市立大石南中学校長）  

瀧沢 葉子 学校教育の関係者（上尾市立大石北小学校長） 令和 4年度 

太田 光登 学校教育の関係者（上尾市立中央小学校長） 令和 5年度 

本田 誠治 社会教育の関係者（原市集会所運営委員会委員）  

近藤 博昭 社会教育の関係者（上尾市公民館運営審議会委員長）  

須藤 大樹 社会教育の関係者（上尾市ＰＴＡ連合会副会長） 令和 4年度 

深山 純 社会教育の関係者（上尾市ＰＴＡ連合会副会長） 令和 5年度 

豊田 健介 社会教育の関係者（上尾市ＰＴＡ連合会副会長）  

𠮷澤 章子 
人権擁護委員その他人権にかかわる業務に従事して

いる者（人権擁護委員） 
 

舩生 養子 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

（女性フォーラムあげお会長） 
 

井上 禮子 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者

（上尾市手をつなぐ親の会相談役） 
 

関本 正弘 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

（上尾市国際交流協会会長） 
 

鈴木 玲子 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

（特定非営利活動法人彩の子ネットワーク共同代表） 
 

柴崎 政美 
識見を有する者（上尾市立養護老人ホーム恵和園 

元施設長） 
 

曽我部 延孝 識見を有する者（上尾看護専門学校元事務長） 会 長 

大場 玲子 識見を有する者（民生・児童委員） 副会長 
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